
文教委員会資料① 
 

１ 所管事務の調査（報告） 

(1) （仮称）川崎市一時保護施設の設備及び運営の基準に関する条例の制定について 

   

 

 

資料１  「（仮称）川崎市一時保護施設の設備及び運営の基準に関する条例」の制定について 

資料２  パブリックコメント手続資料 

参考資料 一時保護施設の設備及び運営に関する基準（内閣府令） 

 

 

こども未来局 

（令和６年１１月１４日） 
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11月 12月 1月 2月 3月

「（仮称）川崎市一時保護施設の設備及び運営の基準に関する条例」の制定について
１ 一時保護施設とは

２ 条例制定の経緯

（１）設置目的

４ 今後のスケジュール

パブコメ
手続

市議会 ・中旬
文教委員会

（パブコメ実施）

パブコメ
実施

議案審査・上旬
文教委員会
（パブコメ報告）

・上旬
パブコメ
結果公表

資料１

●これまで一時保護施設の設備・運営基準は、児童養護施設の基準を準用。
⇒令和４年の改正児童福祉法により、こどもにより手厚い対応を行うため、
令和6年4月1日に新たに一時保護施設の設備及び運営に関する基準
（内閣府令）が定められた。
●内閣府令は、一時保護施設におけるこどもの状況が様々であり、一律の対
応ではなく個々の事情・態様に応じた個別ケアが求められていることを踏まえ、
こどもの権利擁護や個別的なケアを推進するための職員配置基準等、一時
保護施設の質を担保するための事項について規定している。
●児童福祉法の規定により、基準を条例で制定しなければならない。
（内閣府令の施行日から起算して１年を超えない期間内）

児童福祉法第１２条の４第1項に基づき児童相談所に付設もしくは児
童相談所と密接な連携が保てる範囲内に設置され、虐待、置去り、非行な
どの理由により子どもを一時的に保護するための施設。

（２）設置主体
必要に応じて児童相談所が設ける。

（３）一時保護の実施状況
本市児童相談所の令和5年度の
一時保護の事由は、虐待によるものが
最も多く（77.8％）、虐待以外の
養護や非行によるものが続く。

（１）制定する条例の名称
「(仮称)川崎市一時保護施設の設備及び運営の基準に関する条例」

（２）条例制定における基本的な考え方
国の基準（内閣府令）の各規程は、児童福祉法の基本理念に即したもの
であり、本条例について、従うべき基準・参酌すべき基準ともに、内閣府令同様
の内容の規定とする。

３ 基準条例の概要

〔表１「川崎市子どもを虐待から守る条例」第 21条
に基づく年次報告書（令和５年度版）より抜粋〕

第三者評価（第４条） 児童の権利擁護等（第９条）
設備の基準（第１５条） 職員配置基準（第１８条）
夜間の職員配置（第１９条） 管理者等（第２０条）
衛生管理等 （第２５条） 児童の健康状態の把握（第２７条）
児童の教育（第２９条）
その他運営に関する事項等（安全計画の策定等）
経過措置（設備基準、職員配置基準等）

（３）内閣府令の主な規定内容 下線は参酌すべき基準を含む

（４）従前の基準からの主な変更点 下線は変更点

従前の基準（児童養護施設基準） 内閣府令

職員
配置

児童指導員、嘱託医、保育士、個別
対応職員、栄養士、調理員、看護師
（乳幼児入所施設の場合）、心理療
法担当職員（心理療法要する又は児
童10人以上の場合）

児童指導員、嘱託医、保育士、個別
対応職員、栄養士、調理員、看護師、
心理療法担当職員、学習指導員※

配置
基準

・2歳未満：1人以上/1.6人
・2歳以上3歳未満：1人以上/2人
・3歳以上幼児：1人以上/4人
・小学校以降児童：1人以上/5.5人

・2歳未満：1人以上/1.6人
・2歳以上3歳未満：1人以上/2人
・3歳以上：1人以上/３人

夜間
配置 明示なし

職員２人以上。ユニットの場合、
1人以上/1ユニット。ただし、職員全
体で２人以上。

※学習指導を委託する施設は学習指導員を、児童10人以下の施設は個別対応職員を、児童40人以下の施設では
栄養士を、調理業務を委託する施設においては調理員を置かないことができる

令
和
７
年
４
月
１
日
ま
で
に
施
行

表１ （単位︓件）
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パブリックコメント手続資料

 
川崎市一時保護施設の設備及び運営の基準に関する条例の制定について 

口令和４年に行われた児童福祉法の改正により、これまで児童養護施設の設備・運営基準を準用していた一時保

護施設について、こどもにより手厚い対応を行うため、新たに一時保護施設の設備及び運営に関する基準（令

和６年内閣府令第27号。以下「内閣府令」という。）が定められました。 

□内閣府令は、一時保護施設におけるこどもの状況が様々であり、一律の対応ではなく個々の事情・態様に応じ

た個別ケアが求められていることを踏まえ、こどもの権利擁護や個別的なケアを推進するための職員配置基

準等、一時保護施設の質を担保するための事項について規定しています。 

□この内閣府令を受け、児童福祉法第12条の４第２項の規定により、一時保護施設の設備及び運営に関する基

準を条例で制定するものです。（内閣府令施行（令和6年4月1日）から起算して１年を超えない期間内で制定）

□国の基準に基づき、地方自治体において基準を条例で定めるにあたっては、踏まえる基準が法令で示されて

おり、具体的に「従うべき基準」、「標準」、「参酌すべき基準」の3類型が示されています。地方自治体

はこの分類に従い、条例を定めるものとされています。 

□上記の条例を定めるに当たって、市民の皆様からの意見を次によりお寄せください、 

1 募集期間 

令和６年１２月２日（月）から令和７年１月１０日（金）まで 

※郵送の場合：1/１０（金）当日必着  

※持参の場合：1/１０（金）17時15分まで 

 

2 閲覧場所 

川崎市ホームページ「市政情報」内の「広聴・パブリックコメント」から御覧いただけます。 

また、以下の場所でも御覧いただけます。 

かわさき情報プラザ（市役所本庁舎復元棟２階）、各区役所市政資料コーナー 

こども未来局児童家庭支援・虐待対策室（市役所本庁舎１５階） 

 

３ 意見の提出方法 

♦郵送・持参・ FAX・電子メール(電子メールは専用フオームを御利用ください。) 

♦意見書の書式は自由です。 

♦必ず「題名」、「氏名(法人又は団体の場合は、名称及び代表者の氏名)」及び「連絡先 

（電話番号、FAX番号、メールアドレス又は住所)」を明記して ください。 

＊電話や来庁による口頭での御意見はお受けできませんので御了承ください。 

＊お寄せいただいた御意見に対する個別回答はいたしませんが、市の考え方を整理した結果を 

市ホームページで公表します。 

 

４ 送付先・問合せ先 

 

〒210—８５７７ 川崎市川崎区宮本町1番地 

こども未来局児童家庭支援・虐待対策室［事業調整担当］ 

電話：044(200)0134 FAX: 044(200)3638 

資料２ 
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一時保護施設の設備及び運営に関する基準（内閣府令）について 

1 趣旨 

児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第66 号。以下「改正法」という。）の施行に伴

い、児童福祉法第12 条の４第３項において、児童を一時保護する施設（以下「一時保護施設」という）

の設備及び運営について条例で定める基準については、内閣府令で定める基準に従い又は同基準を参酌

して定めるものとされました。一時保護施設に入所している児童が、明るくて、衛生的な環境におい

て、素養があり、かつ、適切な訓練を受けた職員の支援により、心身ともに健やかにして、安全な生活

ことを保障するものとしていることから、内閣府令の趣旨を踏まえ、本市条例に反映させるにあたり広

くご意見を伺うものになります。 

2 国が定めた基準と本市の視点について 

国 が 定 め た こ れ ま で の 基 準 を 、 地 方 自 治 体 に お い て 基 準 を 条 例 で 定 め る に あ た っ て 

は、踏まえる基準が法令で示されており、具体的に「従うべき基準」、「標準」、「参酌 

す べ き 基 準 」 の 3 類 型 が 示 さ れ て い ま す 。 地 方 自 治 体 は こ の 分 類 に 従 い 、 条 例 を 定 め 

るものとされています。 

 
 

区分 
 

従うべき基準 
 

標準 
 

参酌すべき基準 

 
法的効果 

必ず適合しなければならな
い基準 通常よるべき基準 

十分参照しなければなら
ない基準 

条例で異なるも
のを定めること
の許容の程度 

法令の基準と異なる内容を
定めることは許容されない
が、当該基準に従う範囲肉
で、地域の実情に応じた内
容を定めることは許容 

法令の「標準」を標準としつ
つ、合理的な理由の範囲内で
地域の実情に応じて異なる
内容を定めることは許容 

法令の基準を十分参照し
た結果であれば、地域の
実情に応じて異なる内容
を定めることは許容 

条例化するに当

たっての本市の

視点について 

♦法目的や要件規定の趣旨
に合致した範囲内で市の実
情を加えられるか。 

♦府令にある基準を標準と
して、市の実情に応じた基準
を定める合理的理由がある
か。 

♦府令の基準を参考に
し、下回る又は緩和する
基準を設ける市の実情が
あるかどうか。 

条例化の適否 ♦基準としての継続性を確保することができるか。 

♦市民の理解は得られるか。 
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3 条例で制定する基準について  

①制定する主な内容 

・一時保護施設の第三者評価 

・児童の権利擁護等 

・設備基準 

・職員配置基準 

・夜間の職員配置 

・一時保護施設の管理者等 

・衛生管理等 

・児童の健康状態の把握 

・児童の教育 

・その他運営に関する事項 

・経過措置 

②条例制定における基本的考え方 

国の基準（内閣府令）は、児童福祉法の理念に即したものであり、また、各規定は基本方針

を実現するために適した基準となっていますので、国と基準のとおりとします 

4 条例制定までのスケジュール 

パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト で 寄 せ ら れ た 意 見 を 検 討 し 、 市 の 考 え 方 を 整 理 し た 結 果 を 市 ホ

ームページで公表した上で、議会の議決を経て、令和７年４月１日までに条例を施行する予定です。
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○一時保護施設の設備及び運営に関する基準 

〔令和六年三月二十七日号外内閣府令第二十七号〕 

児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第十二条の四第三項の規定に基づき、一

時保護施設の設備及び運営に関する基準を次のように定める。 

一時保護施設の設備及び運営に関する基準 

（趣旨） 

第一条 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号。以下「法」という。）第十二条の

四第三項の内閣府令で定める基準（以下この条において「一時保護施設設備運営基準」

という。）は、次の各号に掲げる基準に応じ、それぞれ当該各号に定める規定による基

準とする。 

一 法第十二条の四第二項の規定により、同条第三項第一号に掲げる事項について都道

府県が条例を定めるに当たって従うべき基準 第十八条から第二十三条まで及び第二

十四条第二項（入所している児童の保護に直接従事する職員に係る部分に限る。）の規

定による基準 

二 法第十二条の四第二項の規定により、同条第三項第二号に掲げる事項について都道

府県が条例を定めるに当たって従うべき基準 第十五条第一号、第四号（面積に係る部

分に限る。）及び第十二号並びに第二十四条第二項（入所している児童の居室及び一時

保護施設（法第十二条の四第一項に規定する一時保護施設をいう。以下同じ。）に特有

の設備に係る部分に限る。）の規定による基準 

三 法第十二条の四第二項の規定により、同条第三項第三号に掲げる事項について都道

府県が条例を定めるに当たって従うべき基準 第六条から第十三条まで、第十七条第二

項、第二十六条、第二十九条第三項及び第三十三条の規定による基準 

四 法第十二条の四第二項の規定により、同条第三項各号に掲げる事項以外の事項につ

いて都道府県が条例を定めるに当たって参酌すべき基準 この府令に定める基準のう

ち、前三号に定める規定による基準以外のもの 

２ 一時保護施設設備運営基準は、一時保護施設に入所している児童が、明るくて、衛生

的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓練を受けた職員（児童相談所長及び一

時保護施設の管理者を含む。以下同じ。）の支援により、心身ともに健やかにして、安

全な生活を送ることを保障するものとする。 

３ 内閣総理大臣は、一時保護施設設備運営基準を常に向上させるように努めるものとす

る。 

（最低基準の目的等） 

第二条 法第十二条の四第二項の規定により都道府県が条例で定める基準（以下この条及

び次条において「最低基準」という。）は、一時保護施設に入所している児童が、明る

くて、衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓練を受けた職員の支援によ

り、心身ともに健やかにして、安全な生活を送ることを保障するものとする。 

２ 都道府県は、最低基準を常に向上させるように努めるものとする。 

（最低基準と一時保護施設） 

第三条 一時保護施設は、最低基準を超えて、常に、その設備及び運営を向上させなけれ

参考資料 

(内閣府令) 
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ばならない。 

２ 最低基準を超えて、設備を有し、又は運営をしている一時保護施設においては、最低

基準を理由として、その設備又は運営を低下させてはならない。 

（一時保護施設の一般原則） 

第四条 一時保護施設は、入所している児童の権利に十分配慮するとともに、一人一人の

人格を尊重して、その運営を行わなければならない。 

２ 一時保護施設は、児童の保護者及び地域社会に対し、当該一時保護施設の運営の内容

を適切に説明するよう努めなければならない。 

３ 一時保護施設は、自らその行う業務の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者に

よる評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。 

４ 一時保護施設には、法第三十三条第一項又は第二項に規定する一時保護の目的を達成

するために必要な設備を設けなければならない。 

５ 一時保護施設の構造設備は、採光、換気等入所している児童の保健衛生及びこれらの

児童に対する危害防止に十分な考慮を払って設けられなければならない。 

（非常災害対策） 

第五条 一時保護施設においては、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災害に必

要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、これに対する不断の

注意と訓練をするように努めなければならない。 

２ 前項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、少なくとも毎月一回は、これを行

わなければならない。 

（安全計画の策定等） 

第六条 一時保護施設は、児童の安全の確保を図るため、当該一時保護施設の設備の安全

点検、職員、児童等に対する施設外での活動、取組等を含めた一時保護施設での生活そ

の他の日常生活における安全に関する教育、職員の研修及び訓練その他一時保護施設に

おける安全に関する事項についての計画（以下この条において「安全計画」という。）

を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 一時保護施設は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項の研修及び

訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 一時保護施設は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安全計画の変更を

行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第七条 一時保護施設は、児童の施設外での活動、取組等のための移動その他の児童の移

動のために自動車を運行するときは、児童の乗車及び降車の際に、点呼その他の児童の

所在を確実に把握することができる方法により、児童の所在を確認しなければならない。 

（入所した児童を平等に取り扱う原則） 

第八条 一時保護施設においては、入所している児童の国籍、信条、社会的身分等によっ

て、差別的取扱いをしてはならない。 

（児童の権利擁護） 

第九条 都道府県知事又は児童相談所長は、一時保護施設において一時保護を行うに当た

っては、児童に対し、児童の権利、児童の権利を擁護する仕組み、一時保護を行う理由
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その他必要な事項について、年齢、発達の状況その他の当該児童の事情に応じた説明を

行わなければならない。 

２ 一時保護施設においては、入所した児童に対し、その意見又は意向（法第三十三条の

三の三に規定する意見聴取等措置において表明された意見又は意向を含む。）を尊重し

た支援を行わなければならない。 

（児童の権利の制限） 

第十条 一時保護施設においては、正当な理由なく、児童の権利を制限してはならない。 

２ 一時保護施設において、前項に規定する正当な理由がある場合に、やむを得ず児童の

権利を制限するに当たっては、その理由について十分な説明を行い、児童の理解を得る

よう努めなければならない。 

（児童の行動の制限） 

第十一条 一時保護施設においては、施錠等により児童の行動を制限してはならない。 

（児童の所持品等） 

第十二条 一時保護施設においては、合理的な理由なく、児童の所持する物の持込みを禁

止してはならない。 

２ 一時保護施設において、前項に規定する合理的な理由がある場合に、やむを得ず児童

の所持する物の持込みを禁止するに当たっては、その理由について十分な説明を行い、

児童の理解を得た上でこれを行うよう努めなければならない。 

３ 一時保護施設において、児童の所持する物を保管する場合は、紛失、盗難、き損等が

生じないような設備に保管しなければならない。 

（虐待等の禁止） 

第十三条 一時保護施設の職員は、入所中の児童に対し、法第三十三条の十各号に掲げる

行為その他当該児童の心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

（業務継続計画の策定等） 

第十四条 一時保護施設は、感染症や非常災害の発生時において、入所している児童に対

する支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図る

ための計画（以下この条において「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続

計画に従い必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 一時保護施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修

及び訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 一時保護施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画

の変更を行うよう努めるものとする。 

（設備の基準） 

第十五条 一時保護施設の設備の基準は、次のとおりとする。 

一 児童の居室、学習等を行う室、屋内運動場（一時保護施設の付近にある屋内運動場

に代わるべき場所を含む。第八号及び第二十八条第二項において同じ。）又は屋外運動

場（一時保護施設の付近にある屋外運動場に代わるべき場所を含む。第八号及び第二十

八条第二項において同じ。）、相談室、食堂（ユニット（居室、居室に近接して設けら

れる相互に交流を図ることができる設備、浴室及び便所により一体的に構成される場所

であって、その利用定員がおおむね六人以下であるものをいう。以下この条並びに第十
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九条第一項及び第二項において同じ。）を整備し、各ユニットにおいて食事を提供する

場合を除く。）、調理室、浴室及び便所を設けること。 

二 児童ができる限り良好な家庭的環境において安全にかつ安心して暮らすことができ

るよう、ユニットを整備するよう努めること。 

三 児童の居室は、児童が穏やかに過ごすことができ、安心して暮らすことができる環

境を整えること。 

四 児童の居室の一室の定員は、これを四人以下とし、その面積は、一人につき四・九

五平方メートル以上とすること。ただし、乳児又は幼児のみの居室の一室の定員は、こ

れを六人以下とし、その面積は、一人につき三・三平方メートル以上とすること。 

五 少年（法第四条第一項第三号に規定する少年をいう。次号において同じ。）の居室

の一室の定員は、一人とするよう努めるとともに、その面積は、八平方メートル以上と

するよう努めること。 

六 少年であっても、その福祉のために必要があるときは、複数の児童（少年を含む。

以下この号において同じ。）で同一の居室を利用できるよう、複数の児童での利用が可

能な居室を設けること。 

七 入所している児童の年齢等に応じ、男子と女子の居室を別にすること。 

八 学習等を行う室及び屋内運動場又は屋外運動場は、児童の人数に応じた必要な面積

を有すること。 

九 浴室及び便所は、男子用と女子用とを別にすること。ただし、少数の児童を対象と

して設けるときは、この限りでない。 

十 居室、浴室及び便所を設けるに当たっては、入所する児童の年齢、性別、性的指向

及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律（令

和五年法律第六十八号）第二条第一項に規定する性的指向及び同条第二項に規定するジ

ェンダーアイデンティティ等に配慮すること。 

十一 児童三十人以上を入所させる一時保護施設には、医務室及び静養室を設けること。 

十二 児童の生活の場は、児童のプライバシーの保護に十分に配慮した環境を整えるこ

と。 

（一時保護施設における職員の一般的要件） 

第十六条 一時保護施設に入所している児童の保護に従事する職員は、健全な心身を有し、

豊かな人間性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童

福祉事業の理論及び実際について訓練を受けた者でなければならない。 

（一時保護施設の職員の知識及び技能の向上等） 

第十七条 一時保護施設の職員は、常に自己研鑽(さん)に励み、法第三十三条第一項又は

第二項に規定する一時保護の目的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及

び向上に努めなければならない。 

２ 都道府県知事は、一時保護施設の職員に対し、その資質の向上のために、一時保護施

設に入所している児童の権利の擁護、児童の意見又は意向を尊重した支援の実施その他

必要な事項に関する研修の機会を確保しなければならない。 

（職員） 

第十八条 一時保護施設には、児童指導員（児童の生活指導を行う者をいう。次項及び第
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二十一条において同じ。）、嘱託医、看護師、保育士（国家戦略特別区域法（平成二十

五年法律第百七号）第十二条の五第五項に規定する事業実施区域内にある一時保護施設

にあっては、保育士又は当該事業実施区域に係る国家戦略特別区域限定保育士。次項に

おいて同じ。）、心理療法担当職員、個別対応職員、学習指導員、栄養士及び調理員を

置かなければならない。ただし、児童十人以下を入所させる一時保護施設にあっては個

別対応職員を、学習指導を委託する一時保護施設にあっては学習指導員を、児童四十人

以下を入所させる一時保護施設にあっては栄養士を、調理業務の全部を委託する施設に

あっては調理員を置かないことができる。 

２ 児童指導員及び保育士の総数は、通じて、満二歳に満たない幼児おおむね一・六人に

つき一人以上、満二歳以上満三歳に満たない幼児おおむね二人につき一人以上、満三歳

以上の児童おおむね三人につき一人以上とする。 

３ 心理療法担当職員の数は、児童おおむね十人につき一人以上とする。 

４ 学習指導員の数は、児童の人数に応じた適切な数を置くよう努めなければならない。 

（夜間の職員配置） 

第十九条 一時保護施設（ユニットを整備していないものに限る。）には、夜間、職員二

人以上を置かなければならない。 

２ 一時保護施設（前項に規定するものを除く。）には、夜間、一のユニットごとに職員

一人以上を置かなければならない。ただし、夜間に置かれる職員全体の数は、二人を下

ることはできない。 

３ 一時保護施設において児童相談所の開庁時間以外の時間における法第二十五条第一項

の規定による通告に係る対応を行う場合には、一時保護施設には、夜間、前二項に規定

する職員とは別に、当該対応のために必要な職員を置くよう努めなければならない。 

（一時保護施設の管理者等） 

第二十条 一時保護施設には、人格が高潔で識見が高く、一時保護施設を適切に運営する

能力を有する者を管理者として置かなければならない。 

２ 一時保護施設には、職員の指導及び教育を行う指導教育担当職員を置かなければなら

ない。 

３ 指導教育担当職員は、一時保護施設における業務又は児童相談所における児童の福祉

に係る相談援助業務（法第十三条第三項第三号に規定する相談援助業務をいう。）に通

算しておおむね五年以上従事した経験を有する者でなければならない。 

４ 一時保護施設の管理者及び指導教育担当職員は、二年に一回以上、一時保護施設の運

営に関する必要な知識の習得及びその資質の向上のためのこども家庭庁長官が指定する

者が行う研修又はこれに準ずる研修を受けなければならない。ただし、やむを得ない理

由があるときは、この限りでない。 

（児童指導員の資格） 

第二十一条 児童指導員は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。 

一 都道府県知事の指定する児童福祉施設の職員を養成する学校その他の養成施設を卒

業した者（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定による専門職大学の前期

課程を修了した者を含む。） 

二 社会福祉士の資格を有する者 
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三 精神保健福祉士の資格を有する者 

四 学校教育法の規定による大学（短期大学を除く。次号において同じ。）において、

社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程

を修めて卒業した者 

五 学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学又は社会学に

関する科目の単位を優秀な成績で修得したことにより、同法第百二条第二項の規定によ

り大学院への入学を認められた者 

六 学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社

会学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

七 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科

又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

八 学校教育法の規定による高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第九十

条第二項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通常の課程による十二年

の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了

した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者であ

って、二年以上児童福祉事業に従事したもの 

九 教育職員免許法（昭和二十四年法律第百四十七号）に規定する幼稚園、小学校、中

学校又は高等学校の教諭の免許状を有する者であって、都道府県知事が適当と認めたも

の 

十 三年以上児童福祉事業に従事した者であって、都道府県知事が適当と認めたもの 

２ 前項第一号の指定は、児童福祉法施行規則（昭和二十三年厚生省令第十一号）別表に

定める教育内容に適合する学校又は施設について行うものとする。 

（心理療法担当職員の資格） 

第二十二条 心理療法担当職員は、学校教育法の規定による大学（短期大学を除く。）若

しくは大学院において、心理学を専修する学科、研究科若しくはこれに相当する課程を

修めて卒業した者であって、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこれと同等

以上の能力を有すると認められる者でなければならない。 

（学習指導員の資格） 

第二十三条 学習指導員は、教育職員免許法に規定する小学校、中学校又は高等学校の教

諭の免許状を有する者でなければならない。 

２ 学齢児童及び学齢生徒（それぞれ学校教育法第十八条に規定する学齢児童及び学齢生

徒をいう。）を入所させる一時保護施設であって学習指導員を二人以上置くものにあっ

ては、教育職員免許法に規定する小学校の教諭の免許状を有する学習指導員及び教育職

員免許法に規定する中学校の教諭の免許状を有する学習指導員をそれぞれ一人以上置く

よう努めなければならない。 

（他の社会福祉施設を併せて設置するときの設備及び職員の基準） 

第二十四条 一時保護施設は、他の社会福祉施設を併せて設置するときは、必要に応じ当

該一時保護施設の設備及び職員の一部を併せて設置する社会福祉施設の設備及び職員に

兼ねることができる。 

２ 前項の規定は、入所している児童の居室及び一時保護施設に特有の設備並びに入所し

-11-



 

ている児童の保護に直接従事する職員については、適用しない。 

（衛生管理等） 

第二十五条 一時保護施設に入所している児童の使用する設備、食器等又は飲用に供する

水については、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 一時保護施設は、当該一時保護施設において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延

しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並

びに感染症の予防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施するよう努めなければ

ならない。 

３ 一時保護施設においては、入所している児童の希望等を勘案し、清潔を維持すること

ができるよう適切に、入所している児童を入浴させ、又は清拭しなければならない。 

４ 一時保護施設は、入所している児童に対し清潔な衣服を提供しなければならない。な

お、下着は児童の所持する物を使用させ、又は未使用のものを提供しなければならない。 

５ 一時保護施設には、必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、それらの管理を

適正に行わなければならない。 

（食事） 

第二十六条 一時保護施設において、入所している児童に食事を提供するときは、当該一

時保護施設内で調理する方法（第二十四条の規定により、当該一時保護施設の調理室を

兼ねている他の社会福祉施設の調理室において調理する方法を含む。）により行わなけ

ればならない。 

２ 一時保護施設において、入所している児童に食事を提供するときは、その献立は、で

きる限り、変化に富み、入所している児童の健全な発育に必要な栄養量を含有するもの

でなければならない。 

３ 食事は、前項の規定によるほか、食品の種類及び調理方法について栄養並びに入所し

ている児童の身体的状況及び嗜好を考慮したものでなければならない。 

４ 調理は、あらかじめ作成された献立に従って行わなければならない。ただし、少数の

児童を対象として家庭的な環境の下で調理するときは、この限りでない。 

５ 一時保護施設は、児童の健康な生活の基本としての食を営む力の育成に努めなければ

ならない。 

（入所した児童及び職員の健康状態の把握等） 

第二十七条 児童相談所長は、入所した児童の健康状態を把握するために、当該児童の状

況等に応じ、医師又は歯科医師による診察その他の必要な措置を講じなければならない。 

２ 前項の措置の実施により児童の健康状態を把握した医師又は歯科医師は、その結果必

要な事項を入所した児童の健康を記録する表に記入するとともに、必要に応じ一時保護

の解除及び医療上の措置等必要な手続をとることを、児童相談所長又は都道府県知事に

勧告しなければならない。 

３ 一時保護施設の職員の健康状態の把握に当たっては、特に入所している児童の食事を

調理する者につき、綿密な注意を払わなければならない。 

（養護） 

第二十八条 一時保護施設における養護は、児童に対して安定した生活環境を整えるとと

もに、生活支援及び教育を行いつつ児童を養育することにより、児童の心身の健やかな
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成長を支援することを目的として行わなければならない。 

２ 学習等を行う室、屋内運動場、屋外運動場等における活動は、それらの面積及び利用

する児童数を勘案して、児童の安全が確保されたものでなければならない。 

（生活支援、教育及び親子関係再構築支援等） 

第二十九条 一時保護施設における生活支援は、児童の自主性を尊重しつつ、基本的生活

習慣を確立するとともに豊かな人間性及び社会性を養うことができるように行わなけれ

ばならない。 

２ 一時保護施設における教育は、児童がその適性、能力等に応じた学習を行うことがで

きるよう、適切な相談、助言、情報の提供等の支援により行わなければならない。 

３ 一時保護施設は、学校教育法第一条に規定する学校（幼稚園を除く。）に在籍してい

る児童が適切な教育を受けられるよう、当該児童の希望を尊重しつつ、その置かれてい

る環境その他の事情を勘案し、通学の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

４ 一時保護施設は、児童の家庭の状況に応じ、親子関係の再構築等が図られるよう、必

要な支援等を行わなければならない。 

５ 一時保護施設は、児童が適切な支援を受けられるよう、一時保護の解除後も当該解除

を行った児童相談所に必要な協力をするよう努めなければならない。 

（関係機関との連携） 

第三十条 児童相談所長は、児童の通学する学校及び必要に応じ警察、医療機関等関係機

関と密接に連携して児童の支援に当たらなければならない。 

（一時保護施設内部の規程） 

第三十一条 一時保護施設においては、次に掲げる事項のうち必要な事項につき規程を設

けなければならない。 

一 入所する児童の支援に関する事項 

二 その他施設の管理についての重要事項 

（一時保護施設に備える帳簿） 

第三十二条 一時保護施設には、入所している児童の処遇の状況を明らかにする帳簿を整

備しておかなければならない。 

（秘密保持等） 

第三十三条 一時保護施設の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た児童又はそ

の家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 都道府県知事は、一時保護施設の職員であった者が、正当な理由なく、その業務上知

り得た児童又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければな

らない。 

（苦情への対応） 

第三十四条 都道府県知事は、一時保護施設に入所している児童又はその保護者等からの

苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必

要な措置を講じなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の必要な措置として、苦情の公正な解決を図るために、苦情の

解決に当たって当該一時保護施設の職員以外の者を関与させなければならない。 
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（電磁的記録） 

第三十五条 一時保護施設及びその職員は、記録、作成その他これらに類するもののうち、

この府令の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その

他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有

体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定される

ものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子

計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。 

（大都市等の特例） 

第三十六条 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の

指定都市（以下この項において「指定都市」という。）にあっては、第一条第一項及び

第二条中「都道府県」とあるのは「指定都市」と、第九条第一項、第十七条第二項、第

二十一条第一項第九号及び第十号、第二十七条第二項、第三十三条第二項並びに第三十

四条中「都道府県知事」とあるのは「指定都市の市長」と読み替えるものとする。 

２ 法第五十九条の四第一項の児童相談所設置市（以下この項において「児童相談所設置

市」という。）にあっては、第一条第一項及び第二条中「都道府県」とあるのは「児童

相談所設置市」と、第九条第一項、第十七条第二項、第二十一条第一項第九号及び第十

号、第二十七条第二項、第三十三条第二項並びに第三十四条中「都道府県知事」とある

のは「児童相談所設置市の市長」と読み替えるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この府令は、令和六年四月一日から施行する。 

（設備に関する経過措置） 

第二条 この府令の施行の際現に存する一時保護施設（建築中のものを含み、この府令の

施行の後に全面的に改築されたものを除く。）に係る設備については、第十五条の規定

は適用せず、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和二十三年厚生省令第六十

三号。次条において「児童福祉施設設備運営基準」という。）第四十一条の規定を準用

する。 

（職員及び夜間の職員配置に関する経過措置） 

第三条 一時保護施設の職員の確保の状況その他特別の事由により、一時保護施設の職員

の数及び夜間の職員体制につき、この府令で定める規定により難いときは、当該一時保

護施設は、令和八年三月三十一日まで、これによらないことができる。この場合におい

ては、児童福祉施設設備運営基準第四十二条及び第四十六条の規定を準用する。 

（指導教育担当職員に関する経過措置） 

第四条 令和八年三月三十一日までの間は、第二十条第三項の規定にかかわらず、一時保

護施設には、法第十二条の三第二項第六号に規定する児童福祉司であって、一時保護施

設の職員の指導及び教育を行うために必要な知識及び経験を有する者として児童相談所

長が適当と認めた者を指導教育担当職員として置くことができる。 
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